
   

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：有 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  22,658  △9.0  △246  －  △459  －  △550  －

22年３月期第１四半期  24,903  △18.0  △890  －  △920  －  △835  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △8 66 －

22年３月期第１四半期  △13 15 －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  82,792  21,511  25.9  337  22

22年３月期  96,171  22,285  23.0  348  65

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 21,412百万円 22年３月期 22,138百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        －      －      1 00  1  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  －      －      1 00  1  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  52,000  1.3  △200  －  △400  －  △400  －  －      

通期  122,000  0.8  1,400  △38.1  1,200  △29.7  600  △3.9  9  44



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．2「2.その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。   

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 67,170,143株 22年３月期 67,170,143株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 3,673,202株 22年３月期 3,672,368株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 63,497,211株 22年３月期１Ｑ 63,505,397株
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 わが国経済は、米国・欧州等の景気下振れ懸念、金融資本市場の変動、デフレ、円高等の懸念はあるものの、活

発なアジアを中心とした海外経済の拡大が続く中で、輸出の回復や政府の経済対策の効果等により持ち直してきて

います。 

 当社グループの主要事業であります建設業界におきましては、公共投資が2010年度以降大幅な減少となるとみら

れ、民間建設投資の回復も緩やかな回復基調と予測されることから、建設投資は全体的に低水準で推移することは

避けられず、建設産業にとって厳しい経営環境が継続すると見込まれます。 

 このような状況のもと、当社グループは引続き採算性を重視した選別受注、原価の圧縮及び徹底した経費節減に

取り組みました結果、売上高が22,658百万円（前年同期比9.0％減）、売上総利益が912百万円（前年同期比0.0%

増）となりましたことから、営業損失が246百万円（前年同期は営業損失890百万円）、経常損失が459百万円（前

年同期は経常損失920百万円）となり、四半期純損失は550百万円（前年同期は四半期純損失835百万円）となりま

した。 

 なお、当社グループの主たる事業である建設事業においては、契約による工事の完成引渡が第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がありま

す。 

  

 当第１四半期末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ現金預金が8,739百万円増加しましたが、受取手形・完

成工事未収入金等が19,000百万円減少したこと等により、資産合計は13,378百万円減少した82,792百万円となりま

した。負債の部は、前連結会計年度末に比べ支払手形・工事未払金等が7,364百万円、未成工事受入金が2,634百万

円減少したこと等により、負債合計は12,605百万円減少した61,280百万円となりました。純資産の部は、前連結会

計年度末に比べ773百万円減少した21,511百万円となり、自己資本比率は25.9％となりました。 

   

 当第１四半期の経営成績は概ね計画通り推移しており、平成22年5月14日発表の通期の連結業績予想に変更はあ

りません。 

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 （貸倒見積高を算定する方法） 

 一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度決算において算定した貸倒見積率を使用しています。 

 （固定資産の減価償却費の算定方法） 

 定率法を採用している固定資産について、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分しています。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を当第１四半期連結会計期間から適用し

ています。  

    この基準適用による業績及びセグメント情報への影響は軽微であります。  

   

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 28,108 19,368

受取手形・完成工事未収入金等 26,044 45,045

有価証券 10 －

未成工事支出金等 9,359 10,967

短期貸付金 91 71

繰延税金資産 328 340

その他 5,044 6,264

貸倒引当金 △185 △252

流動資産合計 68,801 81,805

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 4,462 4,416

機械、運搬具及び工具器具備品 9,692 10,171

土地 4,645 4,658

建設仮勘定 5 －

減価償却累計額 △11,272 △11,558

有形固定資産計 7,532 7,688

無形固定資産 148 141

投資その他の資産   

投資有価証券 3,253 3,427

長期貸付金 777 817

破産更生債権等 1,843 1,883

繰延税金資産 631 606

その他 1,606 1,636

貸倒引当金 △1,803 △1,836

投資その他の資産計 6,310 6,535

固定資産合計 13,991 14,365

資産合計 82,792 96,171



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 27,894 35,258

短期借入金 8,852 8,916

コマーシャル・ペーパー － 997

未払法人税等 21 141

未成工事受入金 7,904 10,538

預り金 4,685 4,903

完成工事補償引当金 296 292

賞与引当金 6 179

工事損失引当金 728 956

その他 938 1,621

流動負債合計 51,328 63,804

固定負債   

繰延税金負債 345 439

退職給付引当金 7,103 7,344

訴訟損失引当金 62 69

その他 2,440 2,228

固定負債合計 9,952 10,081

負債合計 61,280 73,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,100 5,100

資本剰余金 3,688 3,688

利益剰余金 12,933 13,546

自己株式 △650 △650

株主資本合計 21,071 21,684

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 341 453

評価・換算差額等合計 341 453

少数株主持分 99 146

純資産合計 21,511 22,285

負債純資産合計 82,792 96,171



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 24,903 22,658

売上原価 23,991 21,745

売上総利益 911 912

販売費及び一般管理費 1,802 1,159

営業損失（△） △890 △246

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 27 25

受取保険金 － 25

保険配当金 28 －

為替差益 30 －

株式割当益 － 22

その他 25 15

営業外収益合計 113 89

営業外費用   

支払利息 106 67

支払保証料 16 13

為替差損 － 212

その他 19 8

営業外費用合計 143 301

経常損失（△） △920 △459

特別利益   

貸倒引当金戻入額 87 86

退職給付制度改定益 － 53

固定資産売却益 128 0

その他 2 0

特別利益合計 218 139

特別損失   

固定資産除売却損 78 9

減損損失 － 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

その他 19 0

特別損失合計 98 28

税金等調整前四半期純損失（△） △800 △347

法人税、住民税及び事業税 15 280

法人税等調整額 37 △31

法人税等合計 53 248

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △596

少数株主損失（△） △18 △46

四半期純損失（△） △835 △550



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △800 △347

減価償却費 189 148

減損損失 － 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 383 △99

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 0 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △175 △172

退職給付引当金の増減額（△は減少） 102 △240

工事損失引当金の増減額（△は減少） △250 △228

その他の引当金の増減額（△は減少） 6 △7

固定資産除売却損益（△は益） △51 9

受取利息及び受取配当金 △28 △25

支払利息 106 67

為替差損益（△は益） △8 62

株式割当益 － △22

売上債権の増減額（△は増加） 11,165 19,000

たな卸資産の増減額（△は増加） △206 1,892

仕入債務の増減額（△は減少） △6,214 △7,665

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,662 △2,634

その他の資産の増減額（△は増加） 521 1,081

その他の負債の増減額（△は減少） △89 △681

その他の損益（△は益） 0 △1

小計 6,314 10,161

利息及び配当金の受取額 28 25

利息の支払額 △86 △78

法人税等の支払額 △294 △210

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,962 9,898

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10 △70

定期預金の払戻による収入 10 10

有形固定資産の取得による支出 △112 △46

有形固定資産の売却による収入 275 75

無形固定資産の取得による支出 △2 △14

投資有価証券の取得による支出 △3 △4

投資有価証券の売却による収入 3 2

短期貸付金の増減額（△は増加） － △1

長期貸付けによる支出 △2 △1

長期貸付金の回収による収入 3 3

会員権の償還による収入 41 －



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 202 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,599 △64

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） － △997

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 － △63

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

リース債務の返済による支出 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,600 △1,127

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,565 8,679

現金及び現金同等物の期首残高 18,395 19,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 21,960 28,028



 該当事項はありません。 

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

   (1) 事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び四半期連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。 

   (2) 各区分に属する主要な事業の内容 

     建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     不動産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業 

その他の事業：建設用資材の販売、賃貸等に関する事業 

２．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略します。  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略します。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  23,622  903  377  24,903  －  24,903

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 26  47  424  498  △498  －

計  23,648  950  802  25,401  △498  24,903

営業損失（△）  △616  △179  △117  △913  23  △890



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。  

 当社グループは、主として土木、建築工事を中心とした建設事業を営んでおり、土木工事全般に関する事

業である「土木事業」、建築工事全般に関する事業である「建築事業」及び建設事業以外の事業（不動産の

売買、賃貸等や建設用資材の販売、賃貸等に関する事業等）である「その他の事業」の３つを報告セグメン

トとしています。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△8百万円は、セグメント間取引消去であります。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っています。 

   

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成21年３月21日）を適用しています。 

  

 該当事項はありません。  

  

  
  

報告セグメント
調整額 
（注１）  

四半期連結損益

計算書計上額 
（注２）  土木事業 建築事業 その他の事業 計

売上高                                    

  外部顧客に対する売上高  13,294  8,725  638  22,658  －  22,658

  セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  4  162  167  △167  －

計  13,294  8,730  800  22,826  △167  22,658

セグメント利益又は損失

（△） 
 110  △236  △112  △238  △8  △246

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



個別受注実績                  （単位：百万円） 

（注）（ ）内のパーセント表示は、構成比率を示します。   

  

４．補足情報

（１）四半期個別受注の概況

  受 注 高      

23年３月期第１四半期               8,998       % △4.3     

22年３月期第１四半期              9,402        % △62.4     

（注）１．受注高は、当該四半期までの金額です。  

   ２．パーセント表示は、対前年同四半期増減率を示します。 

  

（参考）受注実績内訳                             （単位：百万円） 

区   分 
平成22年３月期 

第１四半期累計期間 

平成23年３月期 

第１四半期累計期間
比較増減 増減率 

建 

設 

事 

業 

土 

木 

 国内官公庁 2,885   %(30.7) 3,361  %(37.4)      475        16.5% 

 国内民間 506  %(5.4) 393    %(4.4)         △113      △22.4% 

 海外 257  %(2.7) △724  %(△8.1)         △982     △381.8% 

 計 3,649   %(38.8) 3,029  %(33.7)      △619      △17.0% 

建 

築 

 国内官公庁 1,902   %(20.2) 1,460   %(16.2)         △441      △23.2% 

 国内民間 3,849   %(41.0) 4,485  %(49.9)         636        16.5% 

 海外 1    %(0.0) 22   %(0.3)         20     1,062.7% 

 計 5,753   %(61.2) 5,968   %(66.3)           215         3.7% 

合 

計 

 国内官公庁 4,787  %(50.9) 4,821  %(53.6)      34         0.7% 

 国内民間 4,355  %(46.4) 4,879  %(54.2)       523        12.0% 

 海外 259    %(2.7) △702  %(△7.8)         △961     △371.0% 

 計 9,402  %(100.0) 8,998  %(100.0)      △404      △4.3% 
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